
27
年
度
総
予
算

約
100
億
４
，３
２
８
万
円

平
成
27
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
と
比
較
し
８
．
７
％
の
減
額
と

な
る
54
億
５
，８
４
５
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
減
額
と
な
っ
た
主
な
要
因
は
、

新
庁
舎
関
連
事
業
の
終
了
等
で
あ
り
、
本
年
度
に
お
い
て
、
ほ
ぼ
例
年
の
予
算

ベ
ー
ス
に
戻
っ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

今
年
度
の
主
な
事
業
と
し
て
、
現
庁
舎
を
解
体
し
、
跡
地
を
観
光
レ
ク
リ
エ

ー
シ
ョ
ン
施
設
と
し
て
活
用
し
て
い
く
た
め
の
事
業
や
、
湯
浅
町
固
有
の
風
情

や
情
緒
等
の
い
わ
ゆ
る
歴
史
的
風
致
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
計
画
的
に
進

め
る
た
め
の
事
業
を
実
施
し
、
庁
舎
跡
地
を
含
む
中
心
市
街
地
に
つ
い
て
、
歴

史
や
文
化
を
活
か
し
た
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

次
に
、
町
内
各
所
の
道
路
改
良
工
事
に
つ
い
て
は
昨
年
度
よ
り
大
幅
に
予
算

を
増
額
し
実
施
す
る
と
と
も
に
、
年
次
的
に
進
め
て
い
る
橋
り
ょ
う
の
長
寿
命

化
修
繕
工
事
（
北
栄
橋
）
等
を
行
い
、
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
き

ま
す
。
ま
た
、
栖
原
都
市
下
水
路
ポ
ン
プ
場
長
寿
命
化
修
繕
計
画
の
策
定
に
よ

り
、
施
設
の
状
態
を
把
握
し
、
補
修
等
を
着
実
に
進
め
、
町
民
の
皆
様
の
安
心

安
全
な
暮
ら
し
を
守
り
ま
す
。

教
育
関
係
で
は
、
小
・
中
学
校
で
実
施
す
る
学
力
テ
ス
ト
を
拡
充
し
、
よ
り

き
め
細
や
か
な
指
導
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、
湯
浅
町
が
軟
式
野
球
及
び

ス
ポ
ー
ツ
吹
矢
の
開
催
地
と
な
っ
て
い
る
紀
の
国
わ
か
や
ま
国
体
実
行
委
員
会

へ
の
補
助
金
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

庁
舎
の
解
体
工
事
費
用
や
町
内
各
所
道
路
改
良
工
事
、
国
体
実
行
委
員
会
へ

の
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
過
疎
対
策
事
業
債
を
活
用
し
町
負
担
の
大
幅
な
軽
減

を
図
っ
て
い
ま
す
。　
　
　

現
在
、
地
方
創
生
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
住
み
よ
い
環
境
を
確
保
し
、

将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
あ
る
日
本
社
会
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
国
を
挙
げ
て

の
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
湯
浅
町
に
お
き
ま
し
て
も
、
町
民
の
皆

様
に
と
っ
て
よ
り
住
み
や
す
く
、
安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
を
着
実
に
進
め
て

い
く
と
と
も
に
、将
来
を
見
据
え
た
行
財
政
運
営
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
の
で
、

皆
さ
ま
の
ご
理
解
・
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

一般会計
概要

会　　計　　名 予算額

普
通
会
計

一般会計 54億 5,845 万円
同和対策住宅新築資金等特別会計 3億 4,619 万円
（会計間のやりとり） ▲ 1,285 万円
普通会計の計　Ａ 57億 9,179 万円

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計 20億 247 万円
介護保険事業特別会計 13億 4,125 万円
後期高齢者医療特別会計 3億 263 万円

公
営
企
業
会
計

農業集落排水事業特別会計 4,071 万円
駐車場事業特別会計 1億 6,394 万円

水道事業会計
収益的収支 3億 577 万円
資本的収支 9,472 万円

公営事業会計の計　Ｂ 42億 5,149 万円
合計（Ａ＋Ｂ） 100億 4,328 万円

町民の皆様一人あたりの負担は・・・？
H27（A） H26（B） 対２６年度（A）－（B）

■一人当たりの町税負担額（見込み額）　 ８６，１７０円 ８７，７７８円 ▲１，６０８円
■一人当たりに使われるお金（見込み額） ４４７，１７４円 ４７９，８３５円 ▲３２，６６１円
■一人当たりの地方債残高（当該年度末見込み額） ６６４，０２９円 ６４８，８１９円 １５，２１０円

（※平成２７年度については、平成２７年３月１日時点の人口（１２，９５２人）、平成２６年度については、平成２６年
３月１日時点の人口（１３，２０２人）で計算しています。）
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普通会計
歳出総額

57億
9,179万円

普通会計
歳出総額

57億
9,179万円

国庫支出金
5億 87万円
（8.7％）

地方譲与税・交付金等
2億 6,720 万円（4.6％）

繰入金
50万円（0.0％）

使用料及び手数料
1億 1,245 万円（1.9％）

分担金及び負担金
1億 772万円（1.9％）

町税
11億 1,608 万円
（19.3％）

民生費
20億 3,386 万円
（35.1％）

教育費
5億 1,279 万円
（8.9％）

人件費
8億 3,303 万円
（14.4％）

物件費
9億 2,122 万円
（15.9％）

補助費等
11億 1,159 万円
（19.2％）

その他の経費
29億 8,174 万円
（51.5％）

繰出金
5億 8,365 万円
（10.1％）

衛生費
8億 2,910 万円
（14.3％）

総務費
5億 4,314 万円
（9.4％）

農林水産業費
1億 7,051 万円
（3.0％）

商工費1億 9,910 万円（3.4％）
議会費7,316万円（1.3％）

その他
3億 1,884 万円
（5.5％）

依存財源
39億 8,246 万円
（68.8％）

自主財源
18億 933万円
（31.2％）

公債費
5億 6,180 万円
（9.7％）公債費

5億 6,180 万円
（9.7％）

災害復旧事業費
0.3 万円
（0.0％）

扶助費
9億 6,440 万円
（16.6％）

義務的経費
23億 5,923 万円
（40.7％）

投資的経費
4億 5,082 万円
（7.8％）

普通建設事業費
4億 5,082 万円（7.8％）

県支出金
5億 4,562 万円
（9.4％）

町債
4億 7,186 万円
（8.2％）

その他
4億 7,258 万円
（8.1％）

地方交付税
21億 9,691 万円
（37.9％）

その他
3億 6,528 万円
（6.3％）

性質別グラフ 目的別グラフ

土木費2億 7,483 万円（4.7％）

消防費2億 7,466 万円（4.7％）

普通会計
歳入総額

57億
9,179万円

）

○地方交付税
福祉、教育、道路などの町の標準的な仕事を行う上で、町
税では不足する場合に、その不足分を国が集めた税金の中
から交付されたお金です。
○町税
町民の皆様が納めたお金です。
○国庫支出金・県支出金
特定の事業を行うために、国や県から交付されたお金です。
○町債
特定の事業を行う財源として、国や金融機関より借り入れ
たお金です。
○地方譲与税・交付金等
便宜上国が徴収した税金から譲与・交付されたお金です。
○公債費
特定の事業を行う財源として、国や金融機関より借り入れ
た町債の返済に係るお金です。（いわゆるローンの返済で
す。）町民の皆様が納めたお金です。
○補助費等
一部事務組合への負担金や各種団体への補助金等に係るお
金です。

○扶助費
法律等に基づき、社会保障制度の一環として支出されるお
金です。
○自主財源
町が自らの手で徴収または収納できる財源（町税、使用料等）
のことです。

○依存財源
国または県がかかわる財源（地方交付税、国・県支出金、
町債等）のことです。
○義務的経費
その支出が義務付けられ、任意に削減できない経費（人件費、
公債費、扶助費）をいいます。
○投資的経費
社会資本の整備等に要する経費（道路整備、災害復旧等）
をいいます。
○その他の経費
物件費や維持補修費、補助費等に支出される経費のことで
す。

用　　語　　説　　明

※依存財源のその他は、寄付金、財産収入、繰越金、諸
収入の計。
※地方譲与税・交付金等は、地方譲与税、地方消費税交
付金、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割
交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通
安全対策交付金、諸収入の計。

※その他は、維持補修費、予備費、前年度繰上充用金、
積立金、投資及び出資・貸付金の計。

※その他は、災害復旧事業費、予備費の計。
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